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修士論文概要 
養育者からの否定経験認識とレジリエンスおよび自己制御との関連 
 
粒良	 知加 
 
１．問題と目的 
	 現在の日本社会において、子育てを取り
巻く社会的状況には多くの困難がある。女
性のライフワークバランスの問題や、待機
児童の問題など、母親を代表とする養育者
の負担は増える一方にあると言って過言
ではない。そういった状況のなかで、児童
虐待についても、平成 28 年度の速報値に
おいて全国の児童相談所が対応した件数
が 122,578 件にのぼり（厚生労働省, 2017）
過去最高となった。これらは、子どもの養
育に関するソーシャルサポートが重要な
課題であることを示すと同時に、社会心理
的な側面として養育者が子に与える影響
について明らかにすることも喫緊となっ
ていることを表している。 
	 Bowlby（1978）によって愛着理論が唱え
られてから、養育者（母親）が「内的作業
モデル」という形で対人関係や自己認識な
どの面において、長らく子の人生に影響を
与えることがこれまでの膨大な研究で検
証されてきた。愛着の形成が不全となる場
合には、その過程で反復的なトラウマが子
に体験されることとなり、精神症状に発展
する場合があることも分かってきている。
また近年では、神経科学や発達精神病理学
などの発展により、生育途上での反復的な
トラウマが現に生理的な変化を引き起こ
すことも明らかとなっており、解離性障害
や素行の障害などを特徴的な症状として
「発達性トラウマ障害」としてまとめられ
ている。しかし一方で、レジリエンスにつ
いての研究が示す通り、リスクの多い家庭
や環境で育った人々がすべて精神症状を
呈するということではない現実もあり、幼
少期の養育者からの影響がどういった機
序で成人後の精神症状に発展するのかを
より詳しく解明していく必要がある。 
そこで本研究では、適応的な行動をとるた
めに不可欠な自己制御の力を表す一指標
として、エフォートフル・コントロール
（EC）力を測定し、養育者からの非受容的
な経験認識と成人後のEC の力の関連性を
見るとともに、そこにレジリエンスがどの
ように関わってくるのかについて、それぞ
れの因子の結びつきを検証することを目
的とした。 
 
２．方法 
	 調査対象者： 
A 大学の学部生及び大学院生 198 名 
うち有効回答数 188（男性 75 名・女性 113
名） 
	 使用尺度： 
１） 母からの負情動・身体感覚否定経験
認識質問紙（大河原ら, 2013） 
２） 二次元レジリエンス要因尺度（平野, 
2010） 
３） 成人用エフォートフル・コントロー
ル尺度日本語版（山形ら, 2005） 
	 調査期間：2017 年 5 月から 6 月 
 
3．結果 
3 つの尺度からそれぞれの因子を抽出し、
互いにどのように関連しているかを明ら
かにするため分析を実施した。 
	 因子の相関係数を求めた結果、否定経験
認識が多いほどレジリエンスおよびEC の
力が低下する傾向が示唆された。そこで分
析対象を、否定経験認識・多群（n=46）、否
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定経験認識・中群（n=68）、否定経験認識・
少群（n=74）の 3 つのクラスタごとに、レ
ジリエンス要因がそれぞれ高い場合と低
い場合に分け、EC の力に差が見られるか
について 2 要因の分散分析を行った。その
結果、「忍耐力の高低」は「行動の制御」と
「注意の制御」において有意な値を示し、
「社交性の高低」、「問題解決志向の高低」、
「自己理解の高低」は「注意の制御」にお
いて有意な値を示した。これらで有意な値
が見られたのはすべて主効果においてで
あった。また、レジリエンス高群では否定
経験認識の多寡によるクラスタ間でEC の
得点差はほとんど見られず、レジリエンス
低群においてはクラスタ間の得点差が顕
著であった 
より詳しく因子毎の関連を見るために
共分散構造分析を用いてモデルの構築を
行ったところ、「非受容的経験認識」が直接
的に「自己コントロール力」を低下させる
働きをするのではなく、「レジリエンス」を
媒介に負の力として作用することが分か
った。 
 
 
図 1	 パス解析の結果 
 
4．考察 
	 本研究の結果から、幼少時の養育者から
の反復的なトラウマ経験が、すなわち成人
後の不適応的な行動につながるのではな
く、個人の中にあるレジリエンスの力が重
要であることが明らかになった。これによ
り生育時にリスクの多い環境に置かれて
いたとしても、適応的な生活を送っている
人々がいる点も説明された。また、養育者
からの非受容的な経験認識は、レジリエン
スを低下させる傾向があることも示され、
このことが結果的に行動の問題につなが
っていくように見せていることが分かっ
た。 
したがって、過去に反復的なトラウマを
経験し行動の障害を呈している個人にお
いても、後天的にレジリエンスを高めてい
くことができれば適応的な生活を送れる
ようになること 
が示唆され、このことは心理臨床場面にお
いて有益な援助を行うための一つの方針
として捉えることができる。 
 
5．今後の課題 
	 本研究の課題としては、まず性差につい
ての検討がなされていないこと、次に調査
対象者の年齢が18歳から22歳までに集中
していたことがあげられる。また否定経験
認識が多くてもレジリエンスが高い一群
が全体の 5％程度認められており、それら
が全体の傾向に反する特徴を示している
ことについて、質的な検討を今後行ってい
くことが必要であると考えられる。 
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